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5 電気設備計画

5-1 基本方針
本施設における電気設備の基本方針は以下の通りとする。

(1)信頼性・安全性
・各設備種目において、極力シンプルなシステムを原則とし、必要に応じて冗⻑化を図る

こととする。
・セキュリティに配慮したシステム構成とする維持管理が容易で、極力シンプルなシステム

を採用する。
・各種事故、火災、自然災害などが発生した場合でも安心・安全なシステムを導入する。

(2)環境性・経済性
・設備機器単体においては、省エネ性能の高い機種を積極的に採用する。
・イニシャルコストとランニングコスト（ライフサイクルコスト）のバランスを考慮した

計画とする。
・使用材料は原則として低環境型（エコ）製品を採用する。

(3)利便性
・各種コミュニケーションシステム・情報通信システムを導入する。（電話・LAN 等）

(4)保守性・更新性・拡張性
・維持管理・保守が容易で、シンプルなシステムを採用する。
・更新しやすいシステム構成、配置計画とする。
・各種容量の増加など拡張性を考慮したスペース・機器構成とする。
・増設・更新・改修時においても搬入、工事のための障害が最小限に押えられる計画とする。
・電力、通信等のインフラ引込みについては、電力会社及びNTT 等通信キャリアとの協議を

行い、敷地環境に適合した方式とする。

5-2 設計条件
1．国土交通省大臣官房官庁営繕部監修公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）最新版
2．国土交通省大臣官房官庁営繕部監修公共建築工事標準図（電気設備工事編）最新版
3．国土交通省大臣官房官庁営繕部監修電気設備工事監理指針最新版
以上を全て適用する。

大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （電気）
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項目 関係法令 法令内容 計画内容

1 建築物の用途区分 法2条
特殊建築物
学校・体育館・病院・劇場・
集会所・百貨店・マーケット
共同住宅・工場・倉庫等

特殊建築物の扱いとするため設置

2 非常用の照明装置 令126条の4

1.特殊建築物
（除外）学校等
2.階数3以上で延べ面積500㎡以上の建築物
（除外）学校等
3.延べ面積1000㎡以上の建築物
（除外）学校等
4.無窓の居室を有する建築物
（除外）学校等

居室及び居室から地上に通ずる廊下

3 避雷設備 令129条の14 建築物の高さ20mをこえる部分 最上部が20ｍ以下で
あるため設置なし

項目 関係法令 法令内容 計画内容

1 防火対象物の指定 令第6条
法第17条第1項の政令
で定める防火対象物は別
表第1に揚げる防火対象
物とする

（16）項イ
特定用途を含む複合用途防火対象物
マーケット（飲食店・物販店）

2 自動火災報知設備 令第21条 一般・延べ面積が300㎡以上のもの 延べ面積が300㎡以上であるため設置

3 非常警報設備 令第24条 収容人員が50人以上の
もの

非常放送は不要
※非常ベル設置

4 誘導灯・誘導標識 令第26条 全部 誘導灯・誘導標識を設置する

5
消防機関へ通報する火災報知設
備 令第23条 各用途部分の設置基準により設置 固定電話により代替えとする

建築基準法

消防法

5-3 電気設備計画（商業施設）
5-3-1 物概要

商業施設
建築概要： W造 平屋建て 延べ床面積：1427.83㎡

5-3-2 法令による必要な設備チェック一覧表

大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （電気）
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5-3-3 電気設備計画

(1)電灯設備

（a）電気方式
幹線 1φ3W 200/100V 50Hz
分岐 1φ2W 200V 50Hz

1φ2W 100V 50Hz

（b）電灯盤設置位置
共用倉庫：共用電灯負荷用の電灯盤を設置する。
各店舗：店舗内電灯分電盤設置（各店舗の電灯負荷）
分電盤ごとに電力計量を行うメーターをキュービクル内に設置する。

大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （電気）

（c）照明設備
照明器具は省エネ、メンテナンスを考慮し全てＬＥＤ照明を採用とする。
尚、器具選定に際しては照度及びグレア、意匠性を考慮し選定とする。
器具形状及び照度については諸元表参照のこと。
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大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （電気）

(2)動力設備

（a）電気方式
幹線 3φ3W 200V 50Hz
分岐 3φ3W 200V 50Hz

（b）動力盤設置場所
共用倉庫：共用動力負荷用の動力盤を設置する。
各店舗：店舗内動力制御盤設置（各店舗の動力負荷）
動力制御盤ごとに電力計量を行うメーターをキュービクル内に設置する。

（c）配線方式
幹線 キュービクルからの二重天井内ケーブル工事
分岐 金属管による配管配線工事

（d）その他
空調機の火災連動停止は動力制御盤にて行う。

(3)受変電設備

（a）電気方式
3φ3W 6600V 50Hz

（b）形式及び設置場所
電気設備室内に薄型前面点検型キュービクル式受変電設備を設置する。

（c）キュービクル内容
・高圧受電盤×１面

ＶＣＢ電動バネ式7.2KV  600A  12.5KA
・コンデンサー盤×４面

高圧コンデンサ・リアクトル６％ 自動力率制御を行う。
・低圧電灯盤ＮＯ１×１面

一般電灯負荷用：Ｔｒ1φ3W 50KVA（モールド型：トップランナー方式）
・低圧電灯盤ＮＯ２×１面

店舗用電灯負荷用：Ｔｒ1φ3W 100KVA（モールド型：トップランナー方式）
・低圧動力盤ＮＯ１×１面

一般動力負荷用：Ｔｒ3φ3W 200KVA（モールド型：トップランナー方式）
・低圧動力盤ＮＯ２×１面

店舗用動力負荷用：Ｔｒ3φ3W 100KVA（モールド型：トップランナー方式）
・将来増設スペース×1面分

（d）非常照明設備
本建物は特殊建築物扱いとなるため、居室、廊下等に非常用の照明装置
が必要となる（建築基準法施行令第126条の4）
照明器具は、予備電源（蓄電池）内蔵型を計画し、照度基準を満足する
配置計画を行う。

（e）コンセント設備
コンセントは、壁及びフロアー部に適宜に設置する。形状については
基本的に一般用コンセント及びＯＡ用コンセントは接地極付きとする。
洋風便器は、暖房便座用コンセント（Ｅ付）を設置とする。

（f）誘導灯設備
消防法施行令別表第１の(16)項イに該当する防火対象物であることか
消防法施行令第26条の規定による誘導灯を計画する。

（g）配線方式
幹線 キュービクルからの二重天井内ケーブル工事
分岐 二重天井内のケーブル配線とし、壁等の立ち上げ部分は、
合成樹脂製可とう電線管（ＰＦ管）にてケーブルの保護を行う。

（h）その他
分電盤等は、将来増設可能な予備ブレーカーを見込む。
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大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （電気）

（d）高調波対策
経済産業省制定「高調波対策ガイドライン」に基づきインバーター機器等該当機器に
対する高調波対策を行う。又、電力会社への高調波計算書等の提出が必要な場合書類
の作成及び提出を行う。

（e）雷対策
各、変圧器2次側にＳＰＤを設置する。

（f）警報等
共用倉庫に警報盤を設置し受電設備一括異常を出力する。又、宿泊温浴施設事務室内
に設置される警報盤に商業施設関連の警報の状態表示を出力する。

(4)構内情報通信網（ＬＡＮ）設備
共用倉庫内にサーバー及びＨＵＢの設置を想定し各店舗ＬＡＮ用ジャック
からのＬＡＮケーブル（Ｃａｔ6）配線を集約する端子盤を設置する。
尚、本工事はケーブル及びジャック設置までの工事としサーバー及びＨＵ
Ｂ設置は別途工事

(5)電話設備・POS設備
共用倉庫に端子盤（ＭＤＦ）を設置し各店舗等に設置する電話用ジャック
およびPOSアウトレットまでケーブルラック、配管などによりケーブルル
ートを構築する。

(6)拡声設備
非常放送は不要
業務用放送なし

(7)テレビ共同受信設備
（a）アンテナ位置

屋外にコンクリート柱(10ｍ)を建柱しアンテナマストにＵＨＦアンテナ
（ＡＵ −２：ＳＵＳ製）とＢＳ・110°ＣＳ（ＣＳＢＡ−Ａ：ＦＲＰ製）

を設置する。

（b）機器等
共用倉庫内に設置する端子盤内にブースター及び分岐器・分配器を設置
する。
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大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （電気）

(8)トイレ呼出し設備
多目的トイレ内に呼出し用スイッチを設置し廊下部に表示灯及び復旧釦
を設置。宿泊温浴施設内事務室にトイレ呼出し表示機（複合盤内組込み）
にて表示を行う。

（c）配線方式
天井内コロガシ配線にて直列ユニット（ＴＶ用ジャック）まで配線とする。

(9)監視カメラ設備
不審者対応の防犯及び災害、事故等の早期発見及び状況録画の為に設置
とする。宿泊温浴事務室内複合ラック内にモニター・操作部・録画部を
収納

（a）機器仕様
監視カメラはネットワーク型カメラとする。操作方法として事務室内操作
部にてズーム・旋回可能とする。モニターは32インチを9分割にて使用する。
録画装置は8T程度を想定し1秒／10コマ以上の映像を30日程度録画保存可能
とする。

（b）設置場所
施設共用部、建物周囲、フードコートなどとし設置台数は１４台とする。
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大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （電気）

(10)防犯・電気錠・自動ドア設備
別途工事の防犯制御盤、電気錠制御盤、自動ドア制御盤の配置を共用倉庫とし
て電源供給および配管工事を行う。防犯用配管は各店舗適宜配置を行い、電気
錠の10キーを搬入口ドアの1か所とし、自動ドアの制御部は共用通路の2か所
の自動ドアとする。

(11)WiFi設備・将来設備（放送等）
共用倉庫に端子盤を設置し端子盤より各店舗に設置するWiFi用アウトレット
まで配管を行う。また、将来用配管として各店舗の壁、天井間で配管を構築
する。

(12)自動火災報知設備
消防法及び条例に準拠し所轄消防署の指導に対応した設備を設置する。

（a）設置機器
バックヤード内に自動試験機能付受信機（Ｐ-1級）を設置し、コンビニおよ
び店舗１〜８には副受信機を設置する。また、夜間無⼈時の火災対応のため
宿泊温浴施設事務室内に副受信機を設置する。
火災発生時、入退出管理シス テムに出力する方式とする。感知器はアナ
ログ式感知器（自動試験機能付き）とする。

（b）配線方式
天井内コロガシ配線とする。

(13)構内配電線路設備（引込電線路設備）

（a）配線ルート
敷地南面に設置される引込キャビネット（UGS）内に高圧ガス負荷開閉
器を設置し高圧ガス負荷開閉器から商業施設電気設備室内に設置のキュー
ビクル式受変電設備までの地中配管配線とする。
※各店舗への低圧引込はなしとする。

（b）設置機器
高圧ガス負荷開閉器：7.2KV 300A 12.5KVA DGR付

（c）配管配線
配管は引込キャビネット下ハンドホールより電力引込用配管としＦＥＰ１０
０×２本を地中埋設とする。
配線は６.６ＫＶ ＥＭ−ＣＥＴ 60ｍｍ2とする。

(14)構内電信線路設備（電話・通信引込設備）

（a）配線ルート
敷地境界にハンドホール設置しハンドホールより商業施設内 端子（MDF）
まで地中配管とする。

（b）配管配線
ＦＥＰ５０×３本

(15)非常用発電設備
防災用負荷なし及び災害時は大熊町役場庁舎使用することにより非常用発電
設備はなしとする。



積水ハウス・邑建築事務所共同企業体 大熊町交流ゾーン施設整備 実施設計説明書 10

建築基準法 消防法

5-4 電気設備計画（交流施設）
5-4-1 建物概要

交流施設
建築概要： Ｓ造 地上１階 延べ床面積：1,671.33㎡

5-4-2 法令による必要な設備チェック一覧表

大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （電気）

 項目 関係法令 法令内容 計画内容 
1 建 築 物 の 用

途区分 
法 2 条 特殊建築物 

 学校・体育館・病院・劇場・ 
 集会所・百貨店・旅館・下宿 
 共同住宅・工場・倉庫等 

特殊建築物の集会場 
による扱いとする 

2 非 常 用 の 照
明装置 

令 126 条の
4 

1.特殊建築物 
（除外）学校等 
2.階数 3 以上で延べ面積 500 ㎡

以上の建築物 
（除外）学校等 
3.延べ面積 1000 ㎡以上の建築物 
（除外）学校等 
4.無窓の居室を有する建築物 
（除外）学校等 

居室及び居室から地上に通
ずる廊下 

3 避雷設備 令 129 条の
14 

建築物の高さ 20m をこえる部分 最上部が GL+10.95ｍ 
であり、20ｍ以下で 
あるため設置なし 

 

 項目 関係法令 法令内容 計画内容 
1 防火対象物の指定 令第 6 条 法第 17 条第 1 項の政令 

で定める防火対象物は別 
表第 1 に揚げる防火対象 
物とする 

（１）項ロ 集会場で計画 

2 自動火災報知設備 令第 21 条 一般・延べ面積が 300 ㎡
以上のもの 

延べ面積が 1613.32 ㎡により
300 ㎡以上であるため設置 
 

3 非常警報設備 令第 24 条 収容⼈員が 50 ⼈以上の 
もの 
（300 ⼈以上で放送設備
付加） 

収容 ⼈員予定は 多目的ホ ール
400 名収容のため非常放送設置 

4 誘導灯設備 令第 26 条 全て誘導灯となる 誘導灯を設置する 
 

5 消防機関へ通報す
る火災報知設備 

令第 23 条 延べ面積が 500 ㎡以上の
もの 

固定電話により代替えとする 
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5-4-3 電気設備計画
(1)電灯設備
（a）電気方式

幹線 1φ3W 200/100V 50Hz
分岐 1φ2W 200V 50Hz

1φ2W 100V 50Hz

電灯盤設置位置
事務室：EPS内設置（専用盤以外の負荷）
倉庫４：EPS内設置（運動スタジオの負荷）
多目的ホール：EPS内設置（多目的ホールの負荷）
前室：EPS内設置（音楽スタジオ、研修室１・２、倉庫２・３の負荷）
その他：事務所内共用負荷以外の機器は子メーターを設置し別計量とする。

チャレンジショップには子メーターを設置し別計量とする。
（b）照明設備

照明器具は省エネ、メンテナンスを考慮し全てＬＥＤ照明を採用する。
なお、器具選定に際しては照度及びグレア、意匠性を考慮し選定とする。
器具形状及び照度については諸元表参照のこと。

（c）非常照明設備
本建物は特殊建築物扱いとなるため、居室、廊下及び階段等に非常用の照明装置が必要
となる。（建築基準法施行令第126条の4）
照明器具は、予備電源（蓄電池）内蔵型を計画し、照度基準を満足する配置計画を行う。

（d）コンセント設備
コンセントは、壁及びフロアー部に適宜設置する。形状については一般用コンセント
及びＯＡ用コンセントは接地極付きとする。
洋風便器は、暖房便座用コンセント（Ｅ付）を設置する。

（e）誘導灯設備
消防法施行令別表第１の(1)項ロに該当する防火対象物であることから消防法施行令第26条
の規定による誘導灯を計画する。
なお、多目的ホールの屋外に至る扉部には誘導灯信号装置により消灯可能なシステムとす

る。
（f）配線方式

幹線 金属管工事
分岐 二重天井内のケーブル配線とし、壁等の立ち上げ部分は、

合成樹脂製可とう電線管（ＰＦ管）にてケーブルの保護を行う。
（g）その他

分電盤等は、将来増設可能な予備ブレーカーを見込む。

大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （電気）

(2)動力設備
（a）電気方式

幹線 3φ3W 200V 50Hz
分岐 3φ3W 200V 50Hz

（b）主負荷
空調設備 3φ200V 203KW
給水ポンプ 3φ200V 2.2KW(1.1KW×2台並列)
浄化槽 3φ200V 4.0KW

（c）動力盤設置場所
エアコン用動力盤（鋼鈑製屋外防水型 亜鉛溶射後焼付塗装仕上げ）をエアコン室外機脇に
壁掛型で設置する。
給水ポンプ用動力盤（鋼板製露出型）を機械室内に壁掛け型で設置する。

（d）配線方式
幹線 キュービクルからの天井内金属配管工事
分岐 金属管による配管配線工事

(3)受変電設備
（a）電気方式

3φ3W 6600V 50Hz
（b）形式及び設置場所

機械室内に屋内型薄型キュービクル（１５面体+将来スペース×１面）
前面点検可能型を設置する。

（c）キュービクル内容（屋内型薄型）
ＶＣＴ盤×1面
高圧受電盤×１面

ＶＣＢ電動バネ式７.２KV６００V １２.５KV
コンデンサー盤×５面

高圧コンデンサ・リアクトル６％
低圧電灯トランス盤×３面

一般電灯負荷用：Ｔｒ1φ3W 75KVA+30KVA+20KVA（油入式：トップランナー方式）
低圧電灯ブレーカー盤×１面

全分電盤用ブレーカー設置
低圧動力トランス盤×２面

一般動力・エアコン負荷用：Ｔｒ3φ3W 75KVA+150KVA（油入式：トップランナー方式）
低圧動力ブレーカー盤×２面

全動力盤用ブレーカー設置
将来増設スペース×1面分

（d）高調波対策
経済産業省制定「高調波対策ガイドライン」に基づき、インバーター機器等該当機器に対する
高調波対策を行う。
なお、対策方式は機械設備にて各機器ごとに対応。
また、電力会社への高調波計算書等の提出が必要な場合書類の作成及び提出を行う。

（e）雷対策
各、変圧器2次側にＳＰＤを設置する。

（f）警報等
交流施設事務室に複合防災盤を設置し受電設備異常を出力する。
また、宿泊施設内に設置される中央監視装置に受変電設備の状態表示を出力する。
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(4)構内情報通信網（ＬＡＮ）設備
機器設置及び調整、配線敷設は全て別途ＯＡメーカー工事とし、本工事にて
ＬＡＮ用配管及びジャック設置、Wi-Fi用配管及びノズルプレート設置とする。

(5)構内交換（電話）設備
（a）構内交換設備

局線：10回線以上
内線：30回線以上
多機能電話機：10台（事務室）
多機能電話機（停電補償付）：2台（事務室）
一般電話機：15台

（b）配線方式
機械室に端子盤（ＭＤＦ）を設置し事務室脇倉庫に設置する電話交換機まで天井内配管
配線を行う。
事務室内端子盤（ＩＤＦ）より各電話用モジュラージャック（６極４Ｃ）まで天井内
コロガシ配線を行う。

(6)拡声設備
（a）放送方式

収容⼈員が300⼈以上のため非常放送を設置する。
事務室内にラック型アンプ（非常・業務兼用型）を設置し施設内全域を可聴範囲とする
天井埋込型スピーカーを設置する。
自動火災報用受信機から信号を受信し非常放送を行う。

（b）設置機器
ラック型アンプ60Ｗ。セレクタ１５局

（c）個別放送
多目的ホール内個別ワゴンアンプを設置し個別放送を行う。
音楽スタジオ内個別音響機器を設置し個別放送を行う。
運動スタジオ内個別音楽機器を設置し個別放送を行う。
火災が発生した場合は電源カットリレーにより個別ワゴンの放送をカットし、非常放送
のみとする。

(7)テレビ共同受信設備
（a）アンテナ位置

外壁面に側壁マスト３ｍ物を設置し
（ＡＵ−２：ＳＵＳ製）とＢＳ・110°ＣＳ（ＣＳＢＡ−Ａ：ＦＲＰ製）をそれぞれ
個別に設置する。

（b）機器等
ＥＰＳ内に設置する端子盤内にブースター及び分配器を設置する。

（c）配線方式
天井内コロガシ配線にて直列ユニット（ＴＶ用ジャック）まで配線とする。

(8)インターホン・トイレ呼出し設備
（a）インターホン機器

各風除室にカメラ付きドアホン子機を設置しカラーモニター付き親機を事務室内に設置
する。

（b）トイレ呼出し設備
多目的トイレ内に呼出し用スイッチを設置し、廊下部に表示灯及び復旧釦を設置、
事務室にトイレ呼出し表示機（複合盤内組込み）にて表示を行う。

大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （電気）

(9)監視カメラ設備
不審者対応の防犯及び災害、事故等の早期発見及び状況録画の為に設置する。
事務室内複合ラック内にモニター・操作部・録画部を収納する。

（a）機器仕様
監視カメラはネットワーク型カメラとする。
操作方法として事務室内操作部にてズーム・旋回可能とする。
モニターは18インチ×2台を設置し9分割にて使用する。
録画装置は20TB程度を想定し30枚／秒以上の映像を24時間、30日程度録画保存可能とする。

（b）設置場所
施設共用部、建物外周、イベント広場、駐車場などとし設置台数は27台程度とする。

(10)防犯設備
別途機械警備用のヨビ配管及び電源を設置する。

（a）機器仕様
機械警備用予備管及び電源を設置する。
センサー設置位置については基本は天井設置とする。

(11)自動火災報知設備
消防法及び条例に準拠し所轄消防署の指導に対応した設備を設置する。

（a）設置機器
1階事務室内に複合防災盤（Ｐ-1級）を設置し、移報を宿泊施設内に設置される受信機に
出力し、夜間無⼈時の火災の対応も行う。
火災発生時、非常放送、誘導灯表示装置に出力する方式とする。
感知器はアナログ式感知器（自動試験機能付き）とする。

（b）配線方式
天井内コロガシ配線

(12)構内配電線路設備（引込電線路設備）
（a）配線ルート

敷地北面に設置される高圧キャビネット（本工事）内に高圧ガス負荷開閉器を設置し
高圧ガス負荷開閉器から交流施設機械室内に設置するキュービクル式受変電設備までの
地中配管配線とする。

（b）設置機器
高圧ガス負荷開閉器：7.2KV 300A 12.5KVA DGR付

（c）配管配線
配管は高圧キャビネット下ハンドホールより電力引込用配管としＦＥＰ１００×２本を
地中埋設とする。
配線は６.６ＫＶ ＥＭ−ＣＥＴ ３８ｍｍ2とする。

(13)構内電信線路設備（電話・通信引込設備）
（a）配線ルート

敷地境界にハンドホール設置しハンドホールより交流施設内 端子盤（MDF）まで地中配管
とする。

（b）配管配線
ＦＥＰ３０×４本
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(14)外灯設備
（a）イベント広場

ＬＥＤポール型照明とする。
照度は警視庁「安全・安心まちづくり推進要綱」を参照し、公園３lx以上とする。

（b）駐車場
ＬＥＤポール型照明とする。
照度は警視庁「安全・安心まちづくり推進要綱」を参照し、駐車場(500m2以上)
３lx以上とする。

（c）点灯方式
自動点滅器と年間タイマーの兼用とし、イベント広場と駐車場の消灯時間は別々に
できるように2系統とする。

(15)多目的ホール照明・音響設備
（a）照明設備

調光機器容量 1φ3W200V-100V 25KW程度
調光操作プレート(壁付) 32パターンシーンセレクトスイッチ(8シーン×４ページ)

フェード時間0-59秒・1-99分設定可能
調光制御盤 鋼板製露出型 操作室内設置
ボーダーライトシーリングタイプ(LEDカラーボーダー)をホール部に設置

今回バック幕調色用ホリゾントライト(アッパー・ロアー共)はステージ奥行きが狭い
ため、設置せず建築にてバック幕の色を数種類用意し対応する。

（b）音響設備
音響操作卓 アンプ100W以上×6系統程度、イコライザーなど調整器付

音響操作スイッチ、ＣＤプレーヤー、ワイヤレス受信機４ＣＨ
操作室内設置

メインスピーカー(壁掛け型) 100W以上×2台
サブスピーカー(天井埋込型) 15W以上×4台
はね返りスピーカー 床置き型20W以上×2台
有線マイク 6本（スタンド共）
ワイヤレスマイク 4本（ハンド型×２、ピン型×２）
音圧レベル 室内全体の音圧レベル分布 80dB±2dB以内とし音声が明瞭に聞き取れること

(16)クッキングスタジオ映像設備
（a）設置機器

指導者の手元を確認できるように天井部にカメラ設置
天井面に吊り型のモニター５５型を設置
室内に機器ワゴンを設置
また、小型映像機器(GO Pro等)を接続可能な様に映像用コンセントを設置

大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （電気）
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項目 関係法令 法令内容 計画内容

1 建築物の用途区分 法2条
特殊建築物
学校・体育館・病院・劇場・
集会所・百貨店・旅館・下宿・共同住宅・
工場・公衆浴場等

特殊建築物の扱いとするため設置

2 非常用の照明装置 令126条の4

1.特殊建築物
（除外）学校等
2.階数3以上で延べ面積500㎡以上の建築物
（除外）学校等
3.延べ面積1000㎡以上の建築物
（除外）学校等
4.無窓の居室を有する建築物
（除外）学校等

居室及び居室から地上に通ずる廊下に設置

3 避雷設備 令129条の14 建築物の高さ20mをこえる部分 最上部が20ｍ以下で
あるため設置なし

項目 関係法令 法令内容 計画内容

1 防火対象物の指定 令第6条
法第17条第1項の政令
で定める防火対象物は別
表第1に揚げる防火対象
物とする

（16）項イ
特定用途を含む複合用途防火対象物
公衆浴場＋ホテル

2 自動火災報知設備 令第21条 一般・延べ面積が300㎡以上のもの 延べ面積が300㎡以上であるため設置

3 非常警報設備 令第24条 収容人員が50人以上の
もの

非常放送は不要
※サウナ内に非常ベル設置

4 誘導灯・誘導標識 令第26条 全部 誘導灯・誘導標識を設置する

5
消防機関へ通報する火災報知設
備 令第23条 各用途部分の設置基準により設置 固定電話により代替えとする

建築基準法

消防法

5-5 電気設備計画（宿泊温浴施設）
5-5-1 建物概要

宿泊温浴施設
建築概要： W造 平屋建て 延べ床面積：1394.50㎡

5-5-2 法令による必要な設備チェック一覧表

大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （電気）
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5-5-3 電気設備計画

(1)電灯設備

（a）電気方式
幹線 1φ3W 200/100V 50Hz
分岐 1φ2W 200V 50Hz

1φ2W 100V 50Hz

（b）電灯盤設置位置
事務室：事務室廊下へ設置（事務室廻りの電灯負荷）
機械室：機械室内へ設置（機械室の電灯負荷）
機械室外部：機械室外部へ設置（設備機器の電灯負荷）
倉庫１：倉庫１内へ設置（宿泊施設の電灯負荷）
脱衣倉庫：脱衣倉庫内へ設置（温浴施設の電灯負荷）

大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （電気）

（c）照明設備
照明器具は省エネ、メンテナンスを考慮し全てＬＥＤ照明を採用とする。
尚、器具選定に際しては照度及びグレア、意匠性を考慮し選定とする。
器具形状及び照度については諸元表参照のこと。
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大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （電気）

（g）配線方式
幹線 キュービクルからのケーブルラック配線工事及び二重天井内ケーブル工事
分岐 二重天井内のケーブル配線とし、壁等の立ち上げ部分は、合成樹脂製可とう

電線管（ＰＦ管）にてケーブルの保護を行う。

（h）その他
分電盤等は、将来増設可能な予備ブレーカーを見込む。

(2)動力設備

（a）電気方式
幹線 3φ3W 200V 50Hz
分岐 3φ3W 200V 50Hz

（b）動力盤設置場所
機械室：機械室内へ設置。（ポンプ類、ボイラー・ろ過機等の動力負荷）
機械室内部：機械室外部へ設置（室外機、バルク貯蔵ユニットの動力負荷）
脱衣倉庫：脱衣倉庫内へ設置（その他空調・換気等電源）

（c）配線方式
幹線 キュービクルからのケーブルラック配線及び二重天井内ケーブル工事
分岐 金属管による配管配線工事

（d）その他
空調機の火災連動停止は動力制御盤にて行う。

（d）非常照明設備
本建物は特殊建築物扱いとなるため、居室、廊下等に非常用の照明装置
が必要となる（建築基準法施行令第126条の4）
照明器具は、予備電源（蓄電池）内蔵型を計画し、照度基準を満足する
配置計画を行う。

（e）コンセント設備
コンセントは、壁及びフロアー部に適宜に設置する。形状については
一般用コンセント及びＯＡ用コンセントは接地極付きとする。
洋風便器は、暖房便座用コンセント（Ｅ付）を設置とする。

（f）誘導灯設備
消防法施行令別表第１の(16)項イに該当する防火対象物であることか
消防法施行令第26条の規定による誘導灯を計画する。
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大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （電気）

（d）高調波対策
経済産業省制定「高調波対策ガイドライン」に基づきインバーター機器等該当機器に対する高調
波対策を行う。又、電力会社への高調波計算書等の提出が必要な場合書類の作成及び提出を行う。

（e）雷対策
各、変圧器2次側にＳＰＤを設置する。

（f）警報等
宿泊温浴施設事務室内に警報盤を設置し受電設備一括異常を出力する。尚、宿泊温浴施設事務室
内に設置される警報盤に商業施設関連の警報の状態表示を出力する。

(4)構内情報通信網（ＬＡＮ）設備

事務所内にサーバー及びＨＵＢの設置を想定し事務室廻りＬＡＮ用ジャックまでのＬＡＮケーブル
（Ｃａｔ6）配線を行う。
尚、本工事はケーブル及びジャック設置までの工事としサーバー及びＨＵＢ設置は別途工事とする。

(5)構内交換（電話）設備

（a）構内交換設備
局線：５回線以上（実装４回線）
内線：３０回線以上（実装２３回線）
多機能電話：３台（事務室）
一般電話機：１９台

（b）構内交換設備
事務室廊下に保安器盤を設置し倉庫１に設置する電話交換機まで天井内配管配線を行う。
脱衣倉庫内端子盤(T-A)及び倉庫１内端子盤(T-B)より各電話用モジュラージャック（６極４C）
まで天井内コロガシ配線を行い電話機を設置する。

(6)拡声設備
（a）放送方式

非常放送は不要とする。（消防協議済み）非常ベルを設置する。
事務室内に業務用ラック型アンプを設置し施設内全域を可聴範囲とする。
放送配線系統は宿泊施設、温浴施設の専用エリアと、共用エリアで分離する。
天井埋込型スピーカーを設置する。

（b）設置機器
ラック型アンプ部にBGM用としてCDプレーヤーを設置する。

(3)受変電設備

（a）電気方式
3φ3W 6600V 50Hz

（b）形式及び設置場所
電気設備室内に屋内型キュービクル式受変電設備を設置する。

（c）キュービクル内容
・高圧受電盤×１面

ＶＣＢ電動バネ式7.2KV  600A  12.5KA
・コンデンサー盤×３面

高圧コンデンサ・リアクトル６％ 自動力率制御を行う。
・低圧電灯盤ＮＯ１×１面

宿泊施設及び機械室廻り電灯負荷用：Ｔｒ1φ3W 150KVA（モールド型：トップランナー方式）
・低圧電灯盤ＮＯ２×１面

宿泊施設及び一般電灯負荷用：Ｔｒ1φ3W 150KVA（油入式：トップランナー方式）
・低圧動力盤ＮＯ１×１面

一般動力・エアコン負荷用：Ｔｒ3φ3W 150KVA（油入式：トップランナー方式）
・将来増設スペース×1面分
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大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （電気）

(8)インターホン・トイレ呼出し設備

（a）インターホン機器
風除室及び勝手口ポーチにカメラ付きドアホン子機を設置し、カラーモニ
ター付き親機を事務室内に設置する。

（b）トイレ呼出し設備
多目的トイレ及び宿泊室RoomB内に呼出し用スイッチを設置し廊下部に
表示灯及び復旧釦を設置する。事務室内にトイレ呼出し表示機(複合盤内組
込)にて表示を行う。

(7)テレビ共同受信設備

（a）アンテナ位置
屋外にコンクリート柱(1２ｍ物)を建柱しアンテナマストにＵＨＦアンテナ

（ＡＵ−２：ＳＵＳ製）とＢＳ・110°ＣＳ（ＣＳＢＡ−Ａ：ＦＲＰ製）を設置する。

（b）機器等
倉庫１内及び脱衣倉庫内に設置する端子盤内にブースター、分岐器・分配器を設置する。

（c）配線方式
天井内コロガシ配線にて直列ユニット（ＴＶ用ジャック）まで配線とする。

(9)監視カメラ設備
不審者対応の防犯及び災害、事故等の早期発見及び状況録画の為に設置とする。
宿泊温浴事務室内複合ラック内にモニター・操作部・録画部を収納とする。

（a）機器仕様
監視カメラはネットワーク型カメラとする。操作方法として事務室内操作部にてズーム・旋回
可能とする。
モニターは32インチを9分割にて使用する。
録画装置は8T程度を想定し1秒／10コマ以上の映像を30日程度録画保存可能とする。

（b）設置場所
施設共用部、建物周囲、イベント広場、駐車場などとし設置台数は１２台とする。
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大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （電気）

(10)防犯・電気錠・自動ドア設備
電源供給、配管工事は本工事とする。防犯用空配管は各所適宜配置を行う。
最終出口は勝手口とし配管を行う。

(11)WiFi設備・将来設備（放送等）
倉庫内に端子盤設置。各部屋に設置するWiFi用アウトレットまで配管を行う。

(12)自動火災報知設備
消防法及び条例に準拠し所轄消防署の指導に対応した設備を設置する。

（a）設置機器
１階事務室内に自動試験機能付受信機（Ｐ-1級）を設置する。
宿泊施設については宿泊室毎の火災表示を行う。
火災発生時、入退室管理システムに出力する方式とする。
感知器はアナログ式感知器（自動試験機能付き）とする。

（b）配線方式
天井内コロガシ配線とする。

(13)構内配電線路設備（引込電線路設備）

（a）配線ルート
敷地東面に設置される引込キャビネット（UGS）内に高圧ガス負荷開閉器を設置し
高圧ガス負荷開閉器から宿泊温浴施設機械室内に設置するキュービクル式受変電設備
までの地中配管配線とする。

（b）設置機器
高圧ガス負荷開閉器：7.2KV 300A 12.5KVA DGR付

（c）配管配線
配管は引込キャビネット下ハンドホールより電力引込用配管としＦＥＰ１００×２本を
地中埋設とする。
配線は６.６ＫＶ ＥＭ−ＣＥＴ 60ｍｍ2とする。

(14)構内電信線路設備（電話・通信引込設備）

（a）配線ルート
敷地境界にハンドホールを設置しハンドホールより宿泊温浴施設内の端子盤（MDF）
まで地中配管とする。

（b）配管配線
ＦＥＰ５０×３本

(15)非常用発電設備
防災用負荷なし及び災害時は大熊町役場庁舎使用することにより非常用発電設備はなし
とする。
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6 機械設備計画

6-1 基本方針（全体）
本施設全体における機械設備の基本方針は以下の通りとする。

(1)信頼性・安全性
・施設利用者が安全に、安心して利用できる設備計画とする。
・建築基準法、消防法その他の関係法規、条例等を遵守した設備とする。

(2)環境性・経済性
・設備機器単体においては、省エネ性能の高い機種を積極的に採用する。
・イニシャルコストとランニングコスト（ライフサイクルコスト）のバランスを考慮した

計画とする。
・天井の高い部屋の空調は、空調の効果が有効に得られる空調方式とする。

(3)保守性・更新性・拡張性
・維持管理・保守が容易なシステムを採用する。
・更新や改修時においても搬入、工事のための障害が最小限に押えられる計画とする。
・インフラ引込みについては、水道企業団や相双建設事務所と協議し、敷地環境に適合した

方式とする。
・温浴施設においてはレジオネラ菌対策配慮したシステムを採用する。

6-2 設計条件（全体）
1．国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 公共建築工事標準仕様書（機械設備工事編）最新版
2．国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 公共建築工事標準図（機械設備工事編）最新版
3．国土交通省大臣官房官庁営繕部監修 機械設備工事監理指針 最新版
以上を全て適用する。

6-3 標準仕様(全体）
標準仕様書に記載されていない項目は、国土交通省大臣官房官庁部営繕部監修「公共建築工事
標準仕様書（機械設備工事編）」（最新版）による。

1) 一般共通事項
(a）色分・名称表示

機器配管等の保守・点検に必要な箇所に文字書き・色分け・流れ方向矢印（シルク印刷）等を行う。

(b）空調機、のメンテナンス
冷凍機、空調室外機・空調機・大型連結給湯器の周囲には所定のメンテナンススペースを確保する。

(c）制気口
事務室内の天井吹出制気口風速は冷房時20m/s・暖房時2.5m/sを確保する。実施にあたり吹出口
形状・風速等を検証の上採用する。

(d）天井点検口・点検扉
天井点検口・作業扉は点検作業が容易な大きさ、位置とする。開口方向は壁と平行とし、目視確認
用450角・軽作業用、600角、点検機器名・取り付け方向を明示した標識を点検口裏面に貼付ける。

(e）強風対策
屋外設置機器類は強風に耐えるよう対策を講じる。

2) 配管工事（空調・衛生）
(a）一般事項

・ 配管設備工事に使用する材料・付属品は特記による。図面および特記がない場合は「公共建築
工事標準仕様書（機械設備工事編）」（最新版）による。

・給水設備に使用する材料・付属品は特記により、汚染しない構造または材質で、かつ耐食性を
有するものとする。使用材料のうち官公庁・水道事業者・公共下水道管理者等の規定の適用を
受ける場合は、これらの規定に適合または使用を承認されたものとする。

・鋼管配管のネジ接合で、切削ネジより肉厚で性能のよい転造ネジの採用も検討する。
・弁には開閉表示を行う。

3) 保温工事（空調）
(a）一般事項

・機器、配管類の防露、防凍、保温、保冷工事は、特記による。特記がない場合は、「公共建築
工事標準仕様書（機械設備工事編）」（最新版）に準拠する。

(b）ケーシング
・ 屋外に設置する場合の外調機・全熱交換機等のケーシングは、特記による。特記なき場合は、

高耐食性めっき鋼板とする。

大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （機械）



積水ハウス・邑建築事務所共同企業体 大熊町交流ゾーン施設整備 実施設計説明書 21

6-4 機械設備計画（商業施設）
6-4-1 基本方針

商業施設における機械設備の基本方針は以下の通りとする。

(1)災害時への安全・安心を確保した施設
・ 災害時の防災拠点として、給水の機能維持ができる計画とします。

(2)環境に配慮した施設
・ 環境・省エネルギーに配慮した計画とします。

①高効率な機器を採用します。
②空調は各店舗ごとに単独とし、個別運転とします。
③空調、換気設備の適正な運転制御を行います。

(3)経済性・メンテナンス性に配慮した施設
・ランニングコストの低減を目的に、メンテナンスがしやすい計画とします。

①イニシャルコストとランニングコストのバランスを考慮した計画とします。
②有資格者が必要なシステムを計画します。
③維持管理が容易なシステムを計画します。

6-4-2 機械設備内容（商業施設）

(1)熱源設備
熱源方式は電力を使用した空冷ヒートポンプパッケージエアコン方式とし、ランニングコスト
の削減を図ります。また換気には全熱交換器を取入れ、外気負荷の低減を図ります。

(2)空調機設備
空調方式は各店舗の用途、負荷特性、利用時間帯等を考慮して決定します。空調方式は空冷
ヒートポンプパッケージエアコンとし、各店舗ごとの個別空調ができるようにします。
また寒冷地仕様として冬期暖房を強化します。各トイレには暖房及び凍結対策として電気式
パネルヒーターを設置します。

(3)空調配管設備
空調配管は、冷媒管及びドレン管を設置します。

大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （機械）
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大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （機械）

(5)自動制御設備
省エネルギーや快適性・利便性の向上や維持管理の省力化を考慮して、エアコンに操作リモコンを設
けます。

(6)衛星器具設備
衛生器具は用途に応じた器具を選定し、節水型器具を基本とします。また、バリヤフリーや災害時を
考慮して器具を選定しています。

（7）給水設備
給水設備は地元水道企業団と協議し、上水道を敷地東側道路から新規に引込を行い、直結直圧にて各
店舗、共用部分に計量、水道メーターを経由して給水します。 配管の凍結防止対策として、屋外埋
設配管は凍結深度以下に埋設とし、屋外露出配管系統には水抜き又は凍結ヒーターを設置します。

（8）給湯設備
各店舗及び便所洗面器は、電気温水器による局所給湯方式にて給湯を行います。飲食店舗、その他給
湯の必要な店舗には、それぞれガス給湯器を個別に設置して給湯を行います。

(4)換気設備
各室の用途に応じて、第一種換気（全熱交換器および給排気ファン設置）又は第三種換気（排気ファ
ンのみ設置）を行います。飲食店等の火気使用室には、排気フードをもって速やかに煙や熱を排出
します。建物内のエアバランス等を考慮して、換気風量の算定及び機器を設置しました。
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大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （機械）

(12)浄化槽設備
規定に基づき、浄化槽を設置します。
本体は駐車場地下埋設とします。
スラブは充分な耐圧を有するようにします。
ブロアー機械室は駐輪場内に設けます。騒音を考慮した構造とします。

（9)排水通気設備
排水は建物内は汚水・雑排水の合流式とします。飲食店舗厨房の排水にはグリーストラップを
設置します。屋外は汚水・雑排水と雨水は分流式として、汚水・雑排水は浄化槽を経由してから
敷地東側の公共桝に放流とします。通気は各店舗ごとに伸⻑通気して、不可能な所はドルゴ通気
口を設置します。

(10)消火設備
消防法に準拠した消火設備を設置します。 必要な消火設備は下記の通りです。

・消火器 全店舗、通路、荷さばき場、電気室、バルクタンク置場
・消防当局と協議の上、パッケージ型屋内消火栓を20ｍの円を包含するよう設置します。

(11)ガス設備
各店舗の給湯機、飲食店の調理器具等にプロパンガスを供給します。敷地内にバルク貯蔵ガス
設備を設置し、各個別に計量メーターを経由して、配管を行います。
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6-5 機械設備計画（交流施設）
6-5-1 機械設備内容

(1)空気調和設備
交流施設における機械設備の実施計画方針は以下の通りとする。

(a)安全性を確保した施設
・施設管理・運用に対する利便性、操作性、省力化に配慮した計画とする。
(b)環境に配慮した施設

・環境・省エネルギーに配慮した計画とする。
①効率的な機器を採用する。
②空調は各部屋ごとに単独とし、個別運転とする。
③空調、換気設備の適正な運転制御を計画する。

(c)経済性・メンテナンス性に配慮した施設
・ランニングコストの低減を目的にメンテナンスがしやすい計画とする。

①イニシャルコストとランニングコストのバランスを考慮した計画とする。
②有資格者が不要なシステムを計画する。
③維持管理が容易なシステムを計画する。

(d)空調設備
・多目的ホールは、天井高が高い空間のため直膨空調機による単一ダクト方式とし、事務室・

研修室などは経済性・個別制御性の良い空冷ヒートポンプマルチまたは空冷ヒートポンプ
パッケージによる個別分散方式を採用する。

①多目的ホール：空調機＋ノズル吹出方式＋単一ダクト方式
・天井高が高いため、良好な室内温熱環境とするため空気の流れとして床面より吸い込み、

上部より吹き出しをするシステムとする。
・維持管理面を考慮して冷暖房と換気を併用する空調機とし、全熱交換器内蔵とする。
・省エネルギーを考慮して外気温度が室内設定温度より低い場合は外気冷房を行うシステム

とする。

②事務室・研修室・運動スタジオ・その他居室：空冷ヒートポンプマルチエアコン＋全熱交換器方式
・比較的小さい居室・運転時間が異なる室は、各室で発停・温度変更が可能なものとする。
・換気方式は各室に全熱交換器を計画する。
・良好な屋内環境を考慮して加湿装置付全熱交換器を設ける。

大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （機械）
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③更衣室：空冷ヒートポンプパッケージ＋送風機(第三種換気)
・更衣室は空冷ヒートポンプパッケージによる冷暖房と排気ファンによる三種換気とする。
・給気は廊下に外気取入れ用全熱交換形換気扇を設けてドアガラリより取り入れる計画とする。

(e)空調制御システム
集中管理として事務室に集中管理システムを設けて各室もしくは各グループ単位の運転制御
（ＯＮ/ＯＦＦ）・温度制御・風量制御・タイマー制御を行えるものとする。

(f)トイレの凍結防止システム
・トイレは凍結防止としての電気式パネルヒーターで計画する。

制御方式は省エネルギーを考慮して温度サーモによるＯＮ・ＯＦＦ制御方式とする。

(2)換気設備
各室の用途に応じて、第一種換気（全熱交換器および給排気ファン設置）または第三種換気（排気
ファンのみ設置）を計画する。
クッキングスタジオ及び厨房等の火気使用室には、排気フードをもって速やかに煙や熱を排出する
計画とする。
建物内のエアバランス等を考慮して、換気風量の算定及び機器を設置する。

大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （機械）
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(3)自動制御設備
空調設備の運転制御、給排水設備の運転・監視制御を計画する。
・機械室内機器の自動発停・監視及び、各室空調機等の遠方監視・発停を事務室内の集中監視端末

により行う計画とする。
・直膨式空気調和機はリモコン及び集中管理端末での運転制御とする。
・パッケージ形空気調和機は全て集中管理端末による制御とする。
・給水設備機器及び浄化槽設備（受水槽・給水ポンプ警報等）の警報移報は事務室内の集中管理

端末とする。
・夜間は宿泊棟による管理とし、事務室内集中管理端末より一括異常警報にて移報とする。

(4)衛生器具設備
衛生器具は用途に応じた器具を選定し、節水型器具を基本とする。
また、バリアフリーや災害時を考慮して器具を選定する。

(5)給水設備
南側道路より敷地内に敷設されている配管より水道メーターを設置して建屋に供給する計画とし、
供給方法は双葉地方水道企業団と協議の上、受水槽+加圧給水供給方式と直結給水方式の二系統
とする。
厨房は別検針とするため系統別とし直結給水方式とする。（水道メーター口径は30㎜）
その他は受水槽以下系統として計画する。（水道メーター口径は30㎜）

(6)排水設備
・屋内排水配管方式は汚水・雑排水の分流方式、屋外は合流式とし、雨水排水は敷地内側溝へ暗渠管

にて放流する。
・浄化槽設置条件により自然流入できないので中継ポンプ槽を設けて対応する。
・クッキングスタジオ、チャレンジショップはグリーストラップを設ける。

大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （機械）



積水ハウス・邑建築事務所共同企業体 大熊町交流ゾーン施設整備 実施設計説明書 27

(7)給湯設備
給湯を同時に使用する室（クッキングスタジオ、チャレンジショップ）はガス給湯器を採用する。
上記以外の室については電気温水器を採用する。

(8)屋内消火設備
・消火方式はパッケージ形消火栓Ⅰ型とし、半径20ｍで建物全体を包含できる計画とする。
・消火器（ＡＢＣ粉末１０号）を歩行距離１５ｍごとに、及び付加設置として火気使用室（クッキン

グスタジオ、厨房）に計画する。

(9)ガス設備
・本地域はＬＰＧによる単独供給とし、供給容器は50㎏ボンベ×6本立てとした。
・供給箇所はクッキングスタジオ、チャレンジショップ、給湯機（個室シャワー用）とし、使用器具

は調理用器具（調理実習台用ガスコンロ）及び給湯機とした。
・本工事範囲は供給施設（調整器具）より配管工事のみとし、ガスボンベについては供給会社の責任

施工範囲とした。

(10)浄化槽設備
浄化槽は合併浄化槽方式とし、建築基準法施工令及び国交省告示により計画する。
・安全性を考慮してマンホール蓋は開閉防止仕様とする。
・浄化槽設置位置は駐車場内なので耐荷重は10ｔ車両通行可能な構造とする。

＜中継ポンプ仕様＞
・浄化槽設置条件により自然流入できないので中継ポンプ槽を設けて対応する。

大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （機械）
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6-6 機械設備計画（宿泊温浴施設）
6-6-1 基本方針

宿泊温浴施設における機械設備の基本方針は以下の通りとする。

(1)災害時への安全・安心を確保した施設
・ 災害時の防災拠点として、給水の機能維持ができる計画とします。

(2)環境に配慮した施設
・ 環境・省エネルギーに配慮した計画とします。

①高効率な機器を採用します。
②空調は各店舗ごとに単独とし、個別運転とします。
③空調、換気設備の適正な運転制御を行います。

(3)経済性・メンテナンス性に配慮した施設
・ランニングコストの低減を目的に、メンテナンスがしやすい計画とします。

①イニシャルコストとランニングコストのバランスを考慮した計画とします。
②有資格者が必要なシステムを計画します。
③維持管理が容易なシステムを計画します。

6-6-2 機械設備内容（宿泊温浴施設）

(1)熱源方式
熱源方式は電力を使用した空冷ヒートポンプパッケージエアコン方式とし、ランニングコストの削減を
図ります。また換気には全熱交換器を取入れ、外気負荷の低減を図ります。

(2)空調機設備
空調負荷計算は、国土交通省大臣官房庁営繕部設備課監修 建築設備設計基準(平成30年度版)による。
空調方式は宿泊施設、温浴施設の用途、負荷特性、利用時間帯等を考慮して決定します。
空調方式は空冷ヒートポンプパッケージエアコンとし、各室ごとの個別空調ができるようにします。
また寒冷地仕様として冬期暖房を強化します。
電気式空冷パッケージ形空気調和機用フィルターはメーカー標準品とする。
各トイレには凍結対策として電気式パネルヒーターを設置します（設定温度５℃程度）。制御方式は温
度サーモによるON・OFF制御方式とする。

(3)空調配管設備
空調配管は、冷媒管及びドレン管を設置します。

大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （機械）

乾球温度 相対湿度 比エンタルビー 備考
夏季屋外条件 35.5℃ 47.9℃ 80.8Kj/kgDA
冬季屋外条件 -2.5℃ 71.4％ 3.0Kj/kgDA
夏季室内条件 26℃ 50％（成行き） 52.9Kj/kgDA 居室
冬季室内条件 22℃ 40％（成行き） 38.9Kj/kgDA 居室

設定温度条件
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大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （機械）

(5)自動制御設備
空調設備の運転制御、給排水設備の運転・監視制御を行う。
<計画条件>
・パッケージ型空気調和機は集中・個別リモコン制御とする。
・各エリア単位の室温制御はサーモ制御による室温制御とする。
・給水設備機器及び浄化槽設備(受水槽・給水ポンプ警報等)の警報移報場所は事務室とする。

(4)換気設備
換気設置対象室及び換気量は、建築基準法等の関係法令に適合したものとする。計画条件として屋内
空気の浄化・熱の除去、シックハウス対策に対するシステムを計画する。
各室の用途に応じて、第一種換気（全熱交換器および給排気ファン設置）又は第三種換気（排気ファ
ンのみ設置）を行います。
フィルター性能はメーカー標準品とする。
全熱交換器はユニット型とし、自動換気切替機能付とする。
居室に室する⼈員１⼈あたりの外気量は３０ⅿ3/hとする。

型番 取付位置 有効開口面風
速

（ｍ/S）

有効開口率
（％）

備考

吸込口 H・VHS等 屋内 2.0m/S 0.7

廊下 3.0m/S 0.7

便所（天井） 3.0m/S 0.7

ドアガラリ DG 屋内 2.0m/S 0.35

ドアアンダーカット ― 屋内 1.5m/S 1.0

外気ガラリ OG 外壁or屋外 3.0m/S 0.3

排気ガラリ OG 外壁or屋外 3.0m/S 0.3

給排気口の有効開口面風速と開口率（国交省 建築設計基準 平成30年版 参考）

(6)衛生器具設備
<選定条件>
・衛生器具は用途に応じた器具を選定し、節水型器具を基本とします。
・大便器は節水Ⅱ型とする
・温水洗浄便座はJIS A 4422とし、加熱方式は瞬間式とする。
・小便器は掃除口付とする。
・洗面器の自動水栓はAC電源タイプとする。

（7）給水設備
東側道路より敷地内に敷設されている引込以降に水道メーター設置、受水槽を介して建屋へ供給する。

(a)給水条件及びシステム上必要な容量により算定する。

(b)受水槽容量の算定
水道局規定により一日使用水量の40〜60％を貯水（本施設は平均値の50％を適用）

Ｔｗ＝21.5ⅿ3×40％＝8.6ⅿ3
有効貯水量75％、水槽高さを1.5Ｈとした場合の水槽形状は、
4.0Ｌ×2.0Ｗ×1.5Ｈ 呼称容量：12.00ⅿ3 二槽式とする。

(c)量水器メーター口径
21.5ⅿ3/日×30日＝645ⅿ3/月
上記給水量により、メーター口径は30㎜とする。

(d)受水槽水槽材質比較検討資料

対 象 給水人員
(人)

単位給水量
(㍑/人)

一日使用水量
(㍑/日)

使用時間
(ｈ)

時間給水量
(㍑/ｈ)

宿泊(旅館) 44 350 15,400 10 1,540
温浴(公衆浴場) 100 50 5,000 8 625

従業員 10 110 1,100 8 138
合 計 21,500 2,303

項 目 FRP製パネル型 SUS製パネル型 鋼板製水槽
1.衛生面 食品衛生法厚生省告示第20号のよ

る材質を使用し、水槽内照度
0.1％以下になるので藻の発生等
の問題なし。

光を遮断するので藻の発生等の問
題なし。

内面に食品衛生法厚生省告示第20号に適して
いるエポキシ樹脂を使用。また、光を遮断す
るので藻の発生等の問題なし。

2.腐食・耐久性 比較上強度は一番低い。実績では
問題なし。

腐食性・耐久性とも問題なく実績
も十分である。

食性・耐久性とも問題なく実績も十分である。

3.耐震強度 パネル形状と外部補強材により強
度を確保している。地震には一番
弱い。

パネル形状と外部補強材により強
度を確保している。

鉄板の厚みと溝プレスにより強度を保ち、補
強材は使用しない。地震には一番強い。

4.形状・寸法 敷地に合わせて自由に組み合わせ
可能。

敷地に合わせて自由に組み合わせ
可能。

敷地に合わせて自由に組み合わせ可能。

5.外観面 FRPのタンク色なので場合によっ
ては化粧囲い等が必要。

主にシルバー系なので場合によっ
ては化粧囲いが必要。

単板なので保温材+化粧板となる。色は自由に
選択可能。

6.リサイクル面 再生可能 再生可能 再生可能
7.イニシャルコスト 基準 ×1.1倍 ×1.3倍

8.ライフサイクルコス
ト

⻑年使用できても25年くらいで全
面交換が必要。

水質によるが、25〜30年ぐらいで
錆の発生の可能性はある。

内面は50年でも問題なし。外面は塗装処理を
要する。

9.評 価 耐久性、腐食性の問題など維持管
理の面で一番不利。

×

耐久性も問題なく、コスト面もよ
い。

◎

コスト面が高めだが、全ての面において不安
要素が一番少ない。

○
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（8）給湯設備
浴室、脱衣室は業務用マルチシステムガス給湯器とする。
給湯器容量は浴槽での失禁時対応を見込むものとする。
宿泊室はガス給湯器を各部屋毎に設置する。
上記以外の部屋については取扱いの容易性、安全性を考慮して電気温水器を設置とする。

（9)排水通気設備
下水道敷設区域外なので合併浄化槽を設置とする。設置場所は東側駐車場敷地内とする。
屋内排水配管方式は汚水・雑排水の合流方式、屋外桝は汚水・雑排水と雨水の分流とする。
屋外排水は東側に下り勾配となる計画地盤高を利用し、自然勾配にて浄化槽へ接続する。
雨水排水は敷地内側溝へ放流する。
排水桝形状（汚水・雑排水系統）は小口径塩ビ桝とする。

(10)消火設備
消防法に準拠した消火設備を設置します。 必要な消火設備は下記の通りです。
・本施設の防火対象物区分は１６項(イ)なので屋内消火設備を設置とする。
・消火方式はパッケージ型消火栓Ⅰとし半径20ｍで建物全体を包含できる計画とする。
・消火器（ABC粉末１０号）を歩行距離１５ⅿごと、もしくは火器使用室に設置する。

大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （機械）

(12)浄化槽設備
浄化槽は合併浄化槽方式とし、建築基準法施工令及び国交省告示により処理対象⼈員・処理水量を算定する。
・本体はFRP製とし、マンホール蓋は防臭型ロック式とする。
・浄化槽設置位置は車両通行部なので構造上強固なものとする。
・処理水質は、ＢＯＤ：200ppm 放流水質：20ppm とする。
・制御盤は屋外壁掛け型として、機械室外壁に設置。一括警報を事務室内警報盤へ移報する。
＜処理対象⼈員算定＞

類似用途№ 3 宿泊施設関係 イ ホテル、旅館（結婚式、宴会場なし）
ｎ＝0.075Ａ Ａ＝延べ面積（＝749.5㎡） ＝56.2125⼈
類似用途№ 11 その他 ロ 公衆浴場
ｎ＝0.17Ａ Ａ＝延べ面積（＝599㎡） ＝101.83⼈

56.2125+101.83＝158.0425 ⇒160⼈

＜処理汚水量の算定＞
ホテル・旅館
Ｑ＝Ａ×30Ｌ/㎡・日 ＝749.5㎡×30Ｌ/㎡・日÷1000＝22.485
公衆浴場
Ｑ＝Ａ×33Ｌ/㎡・日 ＝599㎡×33Ｌ/㎡・日÷1000＝19.767

22.485+19.767＝42.252 ⇒45㎥/日

合併浄化槽能力は 160⼈槽 45.0ｍ3/日とする。

(11)ガス設備
敷地内にバルク貯蔵ガス設備を設置し、LPGによる単独供給とし、供給容器は９８０㎏とする。
ガス発生能力算定に伴う外気温条件は空調設備設計条件を参考とし−５℃とする。(国交省 建築
設備設計基準参考)
バルクタンク充填日数は平常時７日程度、ピーク時は４日程度ごとに充填するものとする。
使用器具は給湯器とする。
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（13）浴室ろ過装置
浴室１、２の浴槽、泡浴槽にろ過装置を設置し、節水、省エネルギーを図る。
浴槽用 １１ⅿ3/ｈ+７ⅿ3/ｈ 泡浴槽 ７ⅿ3/ｈ×２台
それぞれ殺菌液注入ユニット、ジェットポンプ、バブロポンプ等を付属する。
ろ過昇温熱源はガス給湯器とする。

大熊町交流ゾーン実施設計説明書 （機械）


